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「指定設備卸役務の卸料金の検証の運用に関するガイドライン」に基づく 

モバイル音声卸に係る接続による代替性の検証結果について（通知） 

 

 

第二種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者が当該第二種指定電気通信設

備を用いて提供する電気通信事業者の電気通信事業の用に供する音声伝送役務（以下

「モバイル音声卸」という。）については、令和２年10月に、「指定設備卸役務の卸料

金の検証の運用に関するガイドライン」（令和２年９月25日報道発表。以下「ガイドラ

イン」という。）に基づく代替性検証の対象となり、検証の結果「接続との代替性な

し」とされた。 

その後、令和３年６月に、貴社が実装したモバイル音声卸の代替手段となる接続機

能（以下「プレフィックス自動付与機能」という。）を対象とし、ガイドラインに基づ

いて再度「ステップ１：接続による代替性の検証」を実施したところ、検証結果は「評

価保留」とされている。 

今般、電気通信番号計画等が改正されたことにより、モバイル音声卸と設備利用形

態が同等となる接続形態（以下「ＩＭＳ接続」という。）の実現に向けた制度的課題が

一定程度解消したことを受け、ＩＭＳ接続を対象に加えて再度「ステップ１：接続に

よる代替性の検証」を実施した。 

その検証結果について、貴社に対し、下記のとおり通知する。 

 

記 

 

プレフィックス自動付与機能による接続における電気通信設備の利用形態はモバ

イル音声卸と異なるものの、利用条件はモバイル音声卸に用いられる電気通信設備と



一定程度の同等性が確保されている。また、同機能の提供開始から一定の期間が経過

した現在にあっても、同機能を利用する上での特段の制約的条件は認められない。た

だし、令和７年の固定電話網のＩＰ網への移行後、中継市場の競争環境が変化し、同

機能の利用に影響を及ぼす可能性があるところ、同市場の競争環境については引き続

き注視することが必要と考えられる。 

また、貴社はプレフィックス自動付与機能による接続に付随して緊急通報等をコス

トベースの卸役務で提供していることから、貴社と接続した電気通信事業者はモバイ

ル音声卸の提供を受ける場合と実質的に同様の役務をエンドユーザに対して提供可

能となっている。 

さらに、プレフィックス自動付与機能による接続の導入後、卸料金の値下げが一定

程度行われたこと等から、同機能の存在が卸契約交渉の適正化に一定程度寄与してい

ると考えられるものの、モバイル音声卸の標準料金は前回検証時から低廉化していな

い。また、前回検証時と同様に貴社とＭＶＮＯの間の情報の非対称性は解消していな

いものの、今後、電気通信事業法の一部を改正する法律（令和４年法律第70号。以下

「改正電気通信事業法」という。本年６月施行）等の整備によって情報の非対称性が

一定程度解消され、卸交渉の適正化及び卸料金の低廉化が期待されるため、引き続き

状況を注視することが必要と考えられる。 

ＩＭＳ接続における電気通信設備の利用形態はモバイル音声卸と同等となるもの

の、緊急通報の実現方法等については、現在事業者間協議中であり現時点では目処が

ついていないこと及び実装までに一定の期間を要することを踏まえれば、当該接続形

態の存在が卸交渉の適正化に寄与しているかを判断することは困難である。 

 

ガイドラインに示す各項目に基づく評価は以下のとおりである。 

 

a) 卸先事業者にとって、接続により、指定設備卸役務において用いられる電気通

信設備と同等の電気通信設備が、同様の設備利用形態・利用条件で利用可能か。 

・プレフィックス自動付与機能については、貴社のＩＭＳと接続相手が調達した音声

交換機とを接続することとなるため、モバイル音声卸の設備利用形態とは異なるも

のの、設備の利用条件については①中継市場において引き続き一定の競争が機能し

ていること、②接続と卸で課金単位が同様の構成（基本料金＋従量料金）であるこ

と、③ＭＶＮＯが貴社と直接接続協定を締結すること等を踏まえれば、一定程度の

同等性が確保されていると考えられる。また、プレフィックス自動付与機能の実装

から一定の期間が経過した現在にあっても特段の制約的条件は認められない。 

・ただし、中継市場については、令和７年の固定電話網のＩＰ網への移行後、市場規

模の縮小が見込まれており、プレフィックス自動付与機能への影響が生じ得ること

から、同市場における競争環境については引き続き注視することが必要と考えられ

る。 

・ＩＭＳ接続については、設備利用形態はモバイル音声卸と同等となる一方、設備の



利用条件は、今後の協議により決定される事項であり、現時点で設備の利用条件が

モバイル音声卸と同様になるかを判断することは困難である。 

 

b) 卸先事業者にとって、接続を利用することにより、指定設備卸役務によって提

供する役務と同様の役務をエンドユーザに提供可能か。 

・プレフィックス自動付与機能については、緊急通報等がＭＶＮＯにより実質的に提

供されないため、同機能による接続とモバイル音声卸で提供可能な役務範囲は異な

るものの、貴社は同機能による接続に付随する緊急通報等の卸役務をコストベース

で提供することとしており、ＭＶＮＯは実質的にモバイル音声卸と同様の役務をエ

ンドユーザに対して提供することが可能であると考えられる。 

・ＩＭＳ接続については、緊急通報の実現方法等を現在協議中であることから、現時

点でモバイル音声卸と同様の役務をエンドユーザに提供可能かを判断することは

困難である。 

 

c) 指定設備卸役務の提供料金や条件から、関連する接続機能の存在が卸契約交渉

の適正化に寄与していると合理的に評価できるか。 

・モバイル音声卸の料金については、プレフィックス自動付与機能の実装後、一定の

値下げが行われたものの、前回検証時からは料金が低廉化していない。 

・また、前回検証において指摘された貴社とＭＶＮＯとの間の情報の非対称性につい

ては、改正電気通信事業法等により、一部の卸役務（特定卸電気通信役務）につい

て卸料金と接続料相当額の差異等の情報を提示する義務が導入され、卸交渉の更な

る適正化や卸料金の低廉化が期待されることから、卸契約交渉の状況について引き

続き注視することが適当と考えられる。 

・ＩＭＳ接続については、事業者間で協議が行われている段階であり、現時点で卸交

渉への適正性の寄与を判断することは困難である。 

 

d) その他接続による代替について考慮すべき事由はあるか。 

・ＩＭＳ接続の実現に向けた協議は開始されたばかりであることに加え、技術要件に

合意した後、開発に着手してからも実現までには一定期間を要する見込みであり、

同接続形態が卸契約交渉の適正化にどの程度寄与するかについては、引き続き注視

することが必要と考えられる。 

以上 

 


